
 

 

 

った」（0.9％）とあり、こ

れらを合計し「退職代行を

活用した従業員の退職があ

った」企業は 9.3％と約１割

に上りました。 

 

◆業種別では「洗濯・理

容・美容・浴場業」が最多 

 業種別にみると、最多の

「洗濯・理容・美容・浴場

業」（33.3％）に続いて、百

貨店などを含む「各種商品

小売業」（26.6％）、旅館や

ホテルなどを含む「宿泊

業」（23.5％）がランクイン

しています。 

 一般消費者と直接対面す

る接客業や販売業に多く見

られました。 

 

「自分からは言い出しに

くかった」、「早く退職した

かった」など、従業員が退

職代行を利用する理由は

様々です。そして多くの企

業で、突然の退職は歓迎で

きるものではないでしょ

う。 

企業としては、様々なリス

クから従業員を守る環境整

備や、相談しやすい職場雰

囲気作りがますます求めら

れるようになるでしょう。 

 

 

個人データの漏えい事案

が大幅増加 

～個人情報保護委員会「令

和５年度年次報告」より 

 

◆個人データ漏えい事案の

増加 

企業による個人情報漏え

い事故はしばしばニュース

でも取り上げられるところ

です。個人情報保護委員会は

令和５年度の年次報告（個人

情報保護法 168 条の規定に

基づき、委員会の所掌事務の

処理状況について毎年国会

に報告するもの）を行ってお

り、それによれば、令和５年

度においては、個人情報取扱

事業者等の個人データの漏

えい等事案について 12,120 

件（前年度 7,685 件）の報告

処理を行ったとしています。 

 

◆漏えいした情報の種類 

同報告書によれば、委員会

に対し直接報告された事案

について、漏えい等した情報

の種類としては「顧客情報」

が 83.5％と最も多くなって

います。その形態別に見る

と、紙媒体のみが漏えい等し

たもの（82.0％）が、電子媒

体のみが漏えい等したもの

（12.2％）より多くなってい

ます。 

また、個人情報保護法律施

行規則７条で定める報告義

務の類型による分類におい

て、最も多くを占めたのは

「要配慮個人情報を含む個人

データの漏えい等」（89.7％）、

次いで「不正アクセス等、不

正の目的をもって行われたお

それのある個人データの漏え

い等」（8.1％）となっていま

す。 

 

◆漏えい等事案の発生原因の

多くがヒューマンエラー 

 報告書では、上記のような

傾向となった要因として、漏

えい等事案の発生原因の多く

が誤交付、誤送付、誤廃棄お

よび紛失といったいわゆるヒ

ューマンエラーであったこと

にも触れられています。 

 

個人情報の取扱いに関して

は厳しく法規制されていくな

か、最近では不正アクセス等

による漏えい事案も増加して

いるところです。漏えい事故

が発生した場合の影響の大き

さを考えると、企業としては、

ハード面、ソフト面あらゆる

角度からの対策が必要になっ

てくるでしょう。 

 

 

【個人情報保護委員会「令和

５年度個人情報保護委員会年

次報告」】 

https://www.ppc.go.jp/about

us/report/ 

 

 

 

◆「令和６年分 給与所得

者の基礎控除申告書 兼 

給与所得者の配偶者控除

等申告書 兼 年末調整に

係る定額減税のための申

告書 兼 所得金額調整控

除申告書」に定額減税に

係る記載欄が追加 

 月次減税額の計算に含め

た同一生計配偶者がその後

就職等し、令和６年分の合

計所得金額が 48 万円超とな

った場合、年調減税額の計

算に含めないため、定額減

税の対象となるかを確認す

るための欄等が追加されて

います。 

 

◆改正対応は令和７年も続

く 

 さらに、令和５年度税制

改正により、令和７年１月

以降、扶養控除等申告書に

ついて「簡易な申告書」が

導入されます。 

 

 このように、令和６年分

年末調整から令和７年１月

の源泉徴収事務において

は、様々な改正に対応しな

がら正確に実務を行うこと

が求められます。事前の周

知や、早めの書類配付およ

び回収などが望ましいと言

えるでしょう。 

 

 

「退職代行」からの連絡で

従業員の離職を経験した

大企業は約２割 
～東京商工リサーチの調査

から 
 

 東京商工リサーチは、

2024年６月３日～10日、企

業を対象に「人材確保の施

策」と「退職代行」につい

てインターネットでアンケ

ート調査を行いました（有

効回答は 5,149 社）。今回は

この中から、主に、「退職代

行」についての回答結果を

ご紹介します。 

 

◆大企業は 18.4％、中小企

業は 8.3％ 

「2023 年１月以降、「退

職代行」業者を活用した従

業員の退職があったか」と

いう質問で、大企業は 499

社中 92 社（18.4％）、中小

企業は 4,650社中 387社

（8.3％）が「あった」と回

答しました。 

 企業全体では、「正社員・

非正規社員であった」

（1.9％）、「正社員のみであ

令和６年分年末調整のご

準備はお早めに 

 

◆定額減税対応は年末調整

でも発生 

 ６月１日以降に支払う給

与等から定額減税が実施さ

れましたが、令和６年分年

末調整においても対応は発

生します。 

例えば、令和６年６月２

日以後に採用した従業員は

月次減税を行っていないの

で、年末調整で定額減税額

の控除（年調減税）を行う

ほか、令和６年７月以降に

子どもが生まれ扶養親族の

人数が増えた場合、定額減

税額の差額は年末調整また

は確定申告により精算する

などがあるためです。 

 

◆「給与所得者の保険料控

除申告書」が変更に 

 令和５年度税制改正によ

り保険料控除申告書の記載

事項に改正があり、令和６

年 10月１日以後提出分、つ

まり令和６年分年末調整か

ら適用されます。 

 保険金等の受取人と申告

者との続柄を記載する欄が

削除され、様式に変更があ

ります。 

連絡先：〒675-0027 

兵庫県加古川市尾上町今福 365-1 電 話：079-440-3614  

FAX：079-426-7949 

ｅ－ｍａｉｌ：todajimusyo@hera.eonet.ne.jp 

ＵＲＬ:http://todajimusyo.net/ 
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